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　以下、第 2 節では、次期学習指導要領（平成 29 年 3 月）の下で間もなく実施される英語教育の方向性に
ついて、概要をまとめる。第 3 節では、平成 28 年度に施行された障害者差別解消法が学校教育の環境に及
ぼすと考えられる影響や可能性について考える。第 4 節では、聴覚障害学生のために行われている様々な情
報保障の利点と課題を考察する。これらを受け、第 5 節では、英語の授業における情報保障の課題を挙げる。





的に解決するため、次期学習指導要領（文部科学省 2017）の告示に先立ち、平成 26 年度から「グローバル

















の 4 技能が 4 領域として扱われてきたのに対し、次期学習指導要領（平成 29 年 3 月）の下での英語教育では、
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ノ ー ト テ イ ク ・支援者の人数確保は容易・特別な能力が不要
・要約された情報
・リアルタイムではない






















































































































TV 番組映画字幕 電子メール Twitter などの SNS チャット
方向性 単方向 双方向 双方向（単方向） 双方向
































































がある。そのような条件の 1 つ目は、教員に求められる能力についてである。教員は ASL を十分に使いこ
なす技能が求められる。先にも述べたが、ASL は英単語の概念理解を助ける。そのため、児童・生徒や学
生に英語を分かり易く教える際に有用である。また、その他の知識も必要になってくる。例えば、日本手話
単語の「食べる」は 2 本の指を箸に見立てて食べる様子を表すが、ASL 単語の「eat」は手でハンバーガー
のようなものを食べる様子を表すため、米国の生活文化を知ることが必要不可欠である。2 つ目の条件は、
動画の教材についてである。ASL を覚えて使える教員は非常に少ない中で、効果的に ASL を導入するには、
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